
























I.  Hi-QIPプロセスとは何か 
Hi-QIPプロセスはJFEスチール（旧，川崎製鉄）が開発，事業化中の粒鉄製造プロセスである。
High Quality Iron Pebbleプロセスの略で，高炉銑に匹敵する高純度の鉄を直径 20～40mmの碁石















2004）」という Hi-QIP プロセスの大きなセールス・ポイントの実現を担っているのである。 
Hi-QIPプロセスの開発は旧川崎製鉄時代の 1996 年に着手された。アジア通貨危機による市場
                                                  
1  本研究は，一橋大学大学院商学研究科を中核拠点とした 21 世紀 COE プログラム（『知識・企業・イノベーション
のダイナミクス』）から，若手研究者・研究活動支援経費の支給を受けて進められた研究成果の一部である。同プ
ログラムからの経済的な支援にこの場を借りて感謝したい。 




2を経て開発は継続され，2003 年には日産 15 トン規模のパイロット・プ






                                                  
2  川崎製鉄と日本鋼管との経営統合は 2001 年 4 月の基本合意後，2002 年 9 月に持株会社 JFE ホールディングス
を設立し，2003 年 4 月に JFE スチール等，傘下子会社の再編・新設を実施する，という段取りで進められた。 
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II.  開発に着手した経緯 






換を模索する段階にあった。こうした状況は，1996 年 5 月に発表された第一次中期経営計画に端
的に表れている。1998 年度までの 3 ヵ年計画の中で「グループとしての成長（川崎製鉄，2000，
p.327）」が前面に掲げられたのである。バブル崩壊後，平成不況に見舞われた川崎製鉄は，第二















                                                  
3 1995 年 6 月就任。主に技術畑を歩き，水島製鉄所副所長等を経て，第 6 代社長に就く。後に日本鋼管との経営
統合を主導。2002 年，JFE ホールディングス会長，共同 CEO に就任。 
4 1993～1995 年度の期間で全社鉄鋼，管理部門で 2,100 億円のコスト削減を目指した。 
5  経常赤字額は 1993 年度が 322.9 億円，1994 年度が 182.8 億円であった。 
  4 
2000，pp.334-335）。フィリピンのフィンマ社との合弁で鉄筋棒鋼の製造販売合弁会社を設立する












営は難局に直面する。このため 1967 年 10 月，川崎製鉄がペレット・コーポレーション・オブ・ザ・フ
ィリピンズ（PCP）社を設立して，PIM社からペレット生産事業を引き継ぐことになる。PCP社は7年ほ
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タディに参画している（川崎製鉄，2000，pp.335-336）。元々，マレーシアでの製鉄所建設に関心を
持っていたマハティール首相（当時）から川崎製鉄側にコンタクトがあったもので，1995 年 12 月の
江本・マハティール会談を皮切りにプロジェクトが進行した。川崎製鉄は 1996 年 3 月と 5 月の 2 回
にわたり，年産300万トン規模の薄板製造一貫製鉄所建設計画のマスタープランをクアラルンプー
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6  筆者による澤義孝 JFE スチール株式会社スチール研究所製銑・環境プロセス研究部主任研究員（課長）へのイ
ンタビュー（2007 年 7 月 20 日，15：00～16：30）より。以下，特に断りのない限り，同氏のコメントは同インタビュー
からの引用である。 







300～400 万トンに上り，反応時間も 9 時間程度になるからである。これらの事情から，当時は川崎
製鉄社内でも新しい製造プロセスは還元鉄プロセスと呼ばれていた。 
 




造船所の製鉄部門である。1945 年 8 月に川崎重工業











                                                  
7  川崎造船所が 1939 年に川崎重工業に社名変更した。 
8  日本製鉄が解散し，八幡製鉄，富士製鉄，日鉄汽船，播磨耐火煉瓦の 4 社が発足した。 




「当時，日本の高炉保有基数は 37 基，稼動基数 12 機という状況であったため，現有高炉の活
用が先決とする考えが強かった（川崎製鉄，2000，p.47）。」 
 




築には総額 163 億円の投資が見積もられていたが，当時の川崎製鉄の資本金は 5 億円に過ぎな
かったからである。 
こうした反対意見に対し，川崎製鉄は大量生産による効率化，コスト低減を通じて，輸出市場で
の競争力を強化する必要を主張し，自前での高炉投資を敢行した。1953 年 6 月，千葉製鉄所（現，
JFE スチール東日本製鉄所（千葉地区））第 1 高炉の火入れを皮切りに，日本経済が石油ショック
に見舞われる 1970 年代初頭まで，川崎製鉄は積極的な高炉の増設を進めたのである。すなわち
第2高炉（1958年3月火入れ），第3高炉（1960年4月火入れ），第4高炉（1961年8月火入れ），
第 5 高炉（1965 年 3 月火入れ）と拡大投資が続けられ，1965 年には千葉製鉄所は粗鋼生産 600
万トンを達成し，単一製鉄所としては世界最大の規模に至った（川崎製鉄，2000，p.90）。積極的な
設備拡張は 1961 年 8 月に建設工事が始まった水島製鉄所（現，JFE スチール西日本製鉄所（倉
敷地区））でも継続され，第 1 高炉（1967 年 4 月火入れ），第 2 高炉（1969 年 1 月火入れ），第 3
高炉（1970 年 10 月火入れ），第 4 高炉（1973 年 4 月火入れ）と製造能力の強化が継続された。 
こうした高炉の増設による能力増強と並行して，1960 年代後半以降は連続鋳造を中心とする製
造効率の向上にも力が入れられた。連続鋳造とは転炉から産出される溶鋼を直接スラブやブルー
  9 
ムに加工する方式である。造塊・分塊工程が不必要なため，圧延のための再加熱や鋼塊上部の切
捨てがない。したがってコスト面，歩留まり面で大きなメリットが実現できるプロセス改善なのである。
1968 年 6 月に水島製鉄所で形鋼・棒鋼・線材用のブルーム用第 1 連鋳がスタート（川崎製鉄，
2000，p.120）すると，川崎製鉄では徐々に連続鋳造比率を向上させていった。川崎製鉄全社平均
での連続鋳造設備化比率は 5.3％（1970 年度）から，51.8％（1978 年度）を経て，1982 年度には
93.4％に達した。1988 年度には千葉製鉄所で連続鋳造比率 100％を達成している。 
製鉄プロセスの改善では，連続鋳造に加え，転炉関連の技術開発も特筆に値する。平炉に対し，
精錬時間の短縮化と燃料コストの低減によるコストダウンが期待できる転炉の導入は，千葉製鉄所














その後，川崎製鉄は LD と Q-BOP の利点を兼ね備えた転炉プロセスの開発を継続する。
LD-KGC（川鉄式不活性ガス底吹き転炉）や K-BOP（川鉄式上底吹き併用転炉）等である。
  10 
LD-KGC は炉底からアルゴンまたは窒素等の少量の不活性ガスを単管羽集合体より吹き込む技
術である。1980 年 3 月，千葉製鉄所第 2 製鋼工場，水島製鉄所第 1 製鋼工場で工程化された。
K-BOP は酸素量の一部を Q-BOP と同様に，二重管羽口より底吹きするもので，1981 年 3 に千葉
製鉄所第 1 製鋼工場のステンレス鋼吹錬で実機化された。後に，川崎製鉄では K-BOP が転炉製
鋼法の主流になっていくが，その背景には，さらに関連プロセスでの技術開発が必要であった。 
すなわち転炉ではなく，溶銑予備処理工程で珪素，リンを除去する技術の開発が進められたの
である。1984 年 10 月，千葉製鉄所で溶銑予備処理が稼動し，従来，転炉では困難とされていたス
テンレス鋼や極低リン鋼の製造が可能になった。1988年11 月には水島製鉄所で第2，第3高炉を




年 10 月，千葉製鉄所第 5 高炉で開始された。その後，水島製鉄所第 4 高炉（1989 年 6 月），千葉









この時期には，めっき設備の増強も進められた。1982 年 3 月には連続電気亜鉛めっき設備
（KM-RCEL）が稼動した。各種の亜鉛めっき鋼板製造をこなす，世界初の多目的ラインであった。
  11 
引き続き，1983 年 6 月には連続電気クロムめっき設備（TFL）が稼動している。 
1980 年代後半になると連続焼鈍設備の増強が行なわれた。月産 8.5 万トンの千葉製鉄所第 3
連続焼鈍設備（1988 年 3 月），月産 4.68 万トンの千葉製鉄所第 4 連続焼鈍設備（1990 年 3 月）
である。 
これら千葉製鉄所での工程改善と並行して，水島製鉄所でも 1984 年 2 月に KM-CAL が稼動し
た。月産 5.5万トンの第 1 連続焼鈍設備である。一般冷延鋼板，高張力鋼板，珪素鋼板などのあら
ゆる冷延鋼板の製造が可能になると共に，極低炭素鋼製造技術の確立により深絞り鋼板の製造
体制も整えられた。1991 年 5 月には，月産 8 万トンの第 2 連続焼鈍設備が設けられ，焼鈍材に占
める CAL 比率が業界最高レベルの 95％に向上した。 
川崎製鉄の高炉事業は海外でも展開された。すなわち同社の最大級の海外プロジェクトとなっ
たブラジルでの高炉製鉄所の建設，運営への参画であった。1983 年 11 月に火入れ式が行われた
ツバロン製鉄所である。1974 年 3 月，ブラジル・シデルブラス社，イタリア・フィンシデル社，および

















置であった。1982 年 12 月には，千葉製鉄所の還元ペレット工場も休止に至っている。 
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III.  Hi-QIPプロセスの着想と，その源泉 
1.  Hi-QIP プロセスの着想 
Hi-QIP プロセス開発の大きな特徴の一つは新しい製造プロセスの基本的な原理が極めて早期
に明確にされていたことである。1996 年春に開発がスタートし，約 1 年ほどプロセスの探索を経た











が，その後今回の Hi-QIP に移って，その後 10 年近く，Hi-QIP です。Hi-QIP に関しては最初か
ら関わっている一人です。このプロジェクトに私が加わったのは 96 年の 6 月からで，プロジェクト
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「それまでの（知識の）蓄積が，どれだけ溜まっていたかが重要だったのだと思います。最初の 6














































いかもしれないですね。最初高炉系の仕事をしたと言いましたが，最初 STAR 炉の研究を 1 年く
らいやっています。ベンチプラント試験，それと STAR 炉のコンピュータシミュレーション。2 年目

































































川崎製鉄におけるペレット製造の歴史は同社の創業時に遡る。川崎製鉄は，1952 年 2 月，千葉
製鉄所第一高炉の建設に着手したが，早くも 1953 年 9 月には第一ペレット工場が操業を開始して
いる。米国で実用化されていた技術を基に独自の工夫を施したものであった。川崎製鉄における
ペレット化技術の実用化は，同社が高炉への後発参入組である事実と大きく関連していた。すなわ
















の転換は徐々に進められた。10 年後の 1972 年 1 月には千葉製鉄所第二ペレット工場が廃止され，
全ペレット工場が閉鎖されるに至ったのである。 
 







28 個のディンプル（内径 50mm，深さ 15mm）を千鳥格子状に施した実験炉である。さらに，この炭
材ベッドの表面には厚さ約 15mmの粉鉱石，炭材粉の混合層が積みつけられた（武田，2005，
p.45）。加熱方法も，可能な限り実用化段階に近づけるために，電気加熱ではなく，ガス・バーナー
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IV.  環境変化と開発継続 









ある。すなわち使用総資本 1.68 兆円（目標 1.6 兆円），有利子負債 9,196 億円（同 7,000 億円）と
貸借対照表関連の目標は概ね実現された。一方で，損益計算書関連の目標値は大きな未達に終























で用いられるダスト精錬炉の開発に携わっていたのである。1991 年 4 月に開始された千葉製鉄所













                                                  
9  生クロム鉱石を直接投入するプロセスであった。 
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V.  NEDO資金の獲得とパイロット・プラント実験 
1.  NEDO 資金の獲得を梃子にした社内の説得 
ダスト処理への転用開発で活路を探っていた Hi-QIP プロセス開発であったが，ほどなく NEDO
（新エネルギー・産業技術総合開発機構）からの受託研究という形で転機を迎えることになった。外
部資金の活用により，Hi-QIP プロセスの継続開発を進める可能性が生じたのである。 
NEDO の委託研究の受託は，一度中断されていた Hi-QIP プロセスの開発が再開されただけで
はなく，開発プロジェクトの性格が大きく変化した，という意味でも転機と呼ぶに値するものであった。







ることが可能である。さらに NEDO 受託研究の受注は客観的な観点に立つ第三者による Hi-QIP
プロセスの技術評価を獲得する意義もあった。公的機関からの研究委託が受託できるようであれば，
Hi-QIP プロセスの開発の意義が公にも認められることにもなろう。 












2.  5 年契約の開発プロジェクト 




















                                                  
10  回転する 2 つの円柱形ロールの間に原料を入れ，挟みつけるように原料を圧縮する工程。円柱ロールの表面に
波型の加工が施されており小指状の成形体が製造される。「ペレットのよい点をより強調させた」原料事前処理と
して採用された。 
  28 
翌 2003 年には，パイロット・プラントに熱間実験を可能にするための増強工事を施した上，粒鉄




産出鉄量（日産）を表す単位である。第 2 回実験では，連続運転，生産性ともに第 1 回実験を上回





ち，第 2 回実験における生産性は，粒径 3mm 以下では 0.46 t/m
2･d であったのに対し，粒径
0.1mm 以下の粉鉱石では 0.61 t/m






ラグ 10～20mm を下回った。 
2004 年には，さらに第 3～4 回の粒鉄製造実験が重ねられ，5 年プロジェクトを通じて最高の
1.23t/m
2･d の生産性が達成された。第 3 回実験では，7 日間の連続運転を含む 23 日間の粒鉄製
造を実現した。粒鉄の生産性は 0.8t/m
2･d であった。第 2 回実験での生産性を若干下回る水準で
はあったが，圧密体だけではなく，粒径0.1mm以下の粉鉱石でも同水準の生産性が達成された点
































                                                  
11 Hi-QIP プロセスは年産 50 万トン回転炉を 4 基建設する前提での試算である。回転炉の構造から，単一の回転
炉で生産可能な粒鉄は 50 万トンが限界と考えられるからである。 
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12  定期修理・点検等のため年間 30 日程度の休止を前提に考えると，日産 15 トンの炉での年生産量は 5,025 トン
であり，年産 50 万トンの 99.5 分の 1 である。 
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